
1 7 年 国 調人

口
1 2 年 国 調
増 減 率

住
民
基
本

1 9 . 3 . 3 1
1 8 . 3 . 3 1
増  減  率

19,205 人
人
％

19,957
-3.8

18,908 人
人19,116

-1.1 ％

１７ 年 国 調区 　 分

685

6.9
第 １ 次

第 ２ 次
2,775

28.1

産 　 　 　 業 　 　 　 構 　 　 　 造

１２ 年 国 調

7.1

744

3,227

30.8

第 ３ 次
6,374

64.6

6,493

62.0
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

2,628,597

6,730 0.1

面 　 積

人 口 密 度

(k㎡)

(人)

23.19

828

6,730 0.2
8,081 0.1

都 道 府 県 名

08

茨 城 県

団 体 名

3097

大洗町

市 町 村 類 型 Ⅳ－２

地方交付税種地 1 - 2

歳 入 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財 源 等 構 成 比
地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

自動車取得税交付金

軽 油 引 取 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税
普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金

分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

3,143,821 41.5 2,946,111 71.0
202,214 2.7 202,214 4.9

8,081 0.2
5,352 0.1

205,762 2.7 205,762 5.0
41,817 0.6 41,817 1.0

- - - -
29,195 0.4 29,195 0.7

- - - -
42,244 0.6 42,244 1.0

715,159 9.4 563,612 13.6
563,612 7.4 563,612 13.6
151,547 2.0 - -

4,400,375 58.1 4,051,118 97.6
4,115 0.1 4,115 0.1

103,677 1.4 - -
352,589 4.7 414 0.0
26,784 0.4 - -

755,183 10.0 - -
- - - -

423,122 5.6 - -
94,338 1.2 93,479 2.3
10,200 0.1 - -

289,849 3.8 - -
468,020 6.2 - -
286,666 3.8 542 0.0
357,100 4.7 - -

7,572,018 100.0 4,149,668 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法定外普通税

旧 法 に よ る 税

2,916,917

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水利地益税等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

2,916,917 92.8 26,494

92.8 26,494
768,932 24.5 26,494
24,856 0.8 -
581,937 18.5 -

-

59,221 1.9

-

9,687
102,918

-

3.3 16,807

-

1,989,580 63.3

-

1,966,151 62.5

-

28,017 0.9
130,388 4.1

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-

226,904 7.2

226,904 7.2
29,194 0.9 -

- - -
197,710 6.3 -

26,494

指 定 団 体 等

新 産

工 特

低 開 発

産 炭

山 振
5,352

過 疎

給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

市 町 村 圏

現在高

財 政 再 建
指数表選定

財 源 超 過

×

×

×

×

×
0.1

×

２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。

○

×

×

○

-

×

○

×

区 　 　 　 　 分 平成 1 8年度 (千円 ) 平成 1 7年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

7,572,018 8,443,303
7,162,612 7,975,283
409,406 468,020
8,760 257,798

400,646 210,222
190,424 -105,518

75 3
- -
- 150,000

190,499 -255,515

平成１８年度

一

般

職

員

等

区 　 　 　 分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員
うち技能労務員

教 育 公 務 員
消 防 職 員
臨 時 職 員

合 計

147 507,320 3,451
6 16,310 2,718
3 12,290 4,097
40 137,770 3,444
- - -

190 657,380 3,460

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

○

○

○

×

○

○

×

し 尿 処 理 ○

ご み 処 理 ×

火 葬 場 ×

×常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 16.01.01 8,210

副市区町村長 1 16.01.01 6,320

収 入 役 - - -

教 育 長 1 16.01.01 5,580

議 会 議 長 1 15.01.01 3,430

議 会 副 議 長 1 15.01.01 3,000

議 会 議 員 13 15.01.01 2,750

性 質 別 歳 出 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 充 当 一 般 財 源 等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 1,831,103 25.6 1,773,802 1,741,825 39.6
う ち 職 員 給 1,242,117 17.3 1,188,537 - -

扶 助 費 708,089 9.9 237,930 231,712 5.3
公 債 費 652,887 9.1 608,459 608,459 13.8

元 利 償 還 金 652,887 9.1 608,459 608,459 13.8
一時借入金利子 - - - - -

( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

3,192,079 44.6 2,620,191 2,581,996 58.7
1,232,760 17.2 796,992 386,549 8.8

維 持 補 修 費 36,786 0.5 11,305 11,305 0.3
補 助 費 等 783,624 10.9 721,638 450,747 10.2

うち一部事務組合負担金 406,753 5.7 406,753 375,493 8.5
繰 出 金 850,371 11.9 800,470 565,985 12.9
積 立 金 11,692 0.2 1,316 - -
投資・出資金・貸付金 19,260 0.3 1,200 - -
前年度繰上充用金 - - -

1,036,040 14.5投 資 的 経 費 407,892
29,070 0.4う ち 人 件 費 29,070

1,036,040 14.5普通建設事業費 407,892

う ち
1.4{ 856,164 12.0 374,713

災害復旧事業費

99,901 10,904

- - -
-失業対策事業費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

7,162,612 100.0 5,361,004

内
訳

経常経費充当一般財源等計
3,996,582 千 円

経  常  収  支  比  率
90.9 ％ ％96.3

(減税補てん債及び 
 臨時財政対策債除く)

平成17年度 (千円)

5,770,410

3,136,293

うち減税補てん債

議 会 費

区  分 決 算 額 (Ａ)

94,828

構成比

1.3

( Ａ ) の う ち
普 通 建 設 事 業 費

-

( Ａ ) の
充 当 一 般 財 源 等

94,828
総 務 費 1,175,720 16.4 147,655 1,043,509
民 生 費 1,896,458 26.5 6,165 1,139,303

697,769衛 生 費 9.7 11,791 636,634
労 働 費 32 0.0 - 32
農 林 水 産 業 費 189,391 2.6 27,103 171,470
商 工 費 311,969 4.4 14,778 162,419
土 木 費 865,555 12.1 460,282 525,654
消 防 費 406,405 5.7 31,587 402,698
教 育 費 871,584 12.2 336,679 575,984
災 害 復 旧 費 - - - -
公 債 費 652,901 9.1 - 608,473
諸 支 出 費 - - - -
前年度繰上充用金 - - - -

3,457,347

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 7,162,612 100.0 1,036,040 5,361,004

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合  計

下 水 道

上 水 道

工 業 用 水 道

交 通

国民健康保険

そ の 他

850,685
197,788

314

-
312,840

-

339,743

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 39,669
再 差 引 収 支 -151,219
加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 4,413
被 保 険 者 数 ( 人 ) 9,554

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 69
国 庫 支 出 金 81
保 険 給 付 費 151

区　　　分 平成18年度 (千円)

3,965,043

基準財政収入額 2,577,579
基準財政需要額 3,141,191
標準税収入額等 3,366,261
標 準 財 政 規 模 3,929,873
財 政 力 指 数 0.85
実質収支比率 10.2
経常一般財源等比率 105.6
公債費負担比率 10.5
公 債 費 比 率 11.3

起債制限比率 8.5

積立金 財  調 177,108
減  債 23,840
特定目的 310,180

地 方 債 現 在 高 6,643,182
うち政府資金 4,678,682(

支
出
予
定
額)

物 件等購入 241,358
保証・補償 -
そ  の  他 2,656
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 191,966
徴
収
率

現
年計

97.3 84.6
96.0 82.7
97.6 84.2

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)

(％)

(％)
(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

補 助
単 独

うち臨時財政対策債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

台
帳
人
口

0.85

債
務
負
担
行
為
額

35

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

16,200 0.2 - -
232,100 3.1 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

法 定 目 的 税

-

-

-法定外目的税

3,143,821

- -

100.0

5.3
103.8
10.1
11.5
15.0
9.1

177,033
33,826
578,426

6,802,278
4,560,217

の 指 定 状 況

14.2実質公債費比率(％)

329,000
-

3,479
-
-

191,420
96.9 84.3
96.1 80.6
96.9 84.5


